
令和８年度 先導的官民連携支援事業

調査内容・スケジュール調査内容・スケジュール

・泉州地域の１２市町において、道路・公園・下水道分野における各種施設の維持管理事業に関わる広域連携体制構築と包括事業発注に

関して検討を行うもので、事業スキームや先端技術を活用した場合の効果の算出を行う。

【テーマ①】泉州地域におけるインフラ維持管理体制構築に向けた調査【調査主体】大阪府貝塚市（人口8.1万人）

事業手法検討支援型 □情報整備等支援型

調査目的・概要調査目的・概要

＜調査内容＞

① 【新たな群マネ体制の整備】 維持管理分野における広域＋官民連携の新たな事業モデルとなる、市町間の

水平連携／府との垂直連携／既存組織の事業範囲拡張等の行政連携、民間企業をパートナーとした事業
の詳細設計（当事者間の役割、契約の流れ、等）を図る。

② 【先進技術を活用した効果算出】職員負担の多くを占める窓口・現場対応等を狙いとした先進技術の活用を
進め（市町をまたぐコールセンターの導入、ドラレコ技術等を活用した現場対応の代替等を実装）、実践によ
る具体的な効果（技術のLCC・職員人件費なども考慮したB/Cの詳細算出、本格導入への取組課題・ハード
ル等の詳細整理）を検討する。

③ 【推進体制整備と合意形成】各市町の首長による意思決定機関の用意と実行部隊となる担当職員の理解な
ど、トップダウン・ボトムアップの状況を効果的に発揮させる必要がある。また、事業の核を担う大阪府・大阪
府都市整備推進センター等、多くのステークホルダーを有する。①②を活用した分かり易い資料準備や円滑
な議論の場を構成する必要がある。

調
査
フ
ロ
ー

①新たな群マネ体制の整備

②先進技術を活用した効果算出

③推進体制整備と合意形成

事業スキームの比較検討

活用技術の選定

会議体の運営準備 意思決定機関による協議検討WGでの議論事業説明資料作成

最適事業スキームの抽出

技術活用効果の定量的試算

スキームの詳細設計

＜先導性＞

＜モデル性＞

• 小規模自治体・基礎自治体等の水平連携や多くのステーク
ホルダーを有し事業化に苦慮する地域における、事業手法
および取組プロセスのモデル化

調査内容 R8.6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 R9.1月 2月

インフラ維持管理に関する事業スキーム・事業範囲
の整理・絞込み

インフラ維持管理に関する関係機関等への
ヒアリング実施

先進技術の選定、活用した効果算出等の実施

事業実施の定量的効果の整理

成果の取りまとめ

• インフラ維持管理領域において例を見ない事業スキームの
整備（市町のみでの水平連携に広域化／既存組織（大阪府
都市整備推進センター）の取組領域の拡張：維持管理行為
の包括発注や広域連携事業の詳細設計および計画）

• 広域・包括事業を有効に取り組むための先進技術の活用
（「取り組みたい×価値がある×実現できる」技術の取り込
み）
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【テーマ①】泉州地域におけるインフラ維持管理体制構築に向けた調査【調査主体】大阪府貝塚市（人口8.1万人）

令和８年度 先導的官民連携支援事業

事業・施設の概要事業・施設の概要 事業・施設の課題事業・施設の課題

検討経緯／事業化スケジュール検討経緯／事業化スケジュール

事業手法検討支援型 □情報整備等支援型

＜地勢＞

• 西部は大阪湾に面し、南部は和泉山地
に接し、田園地帯が多く比較的温暖

• 市町の面積は小さいものの大都市近郊
で人口密度が高い

• かつては繊維産業・コンビナート産業で
発展、関西空港と合わせて整備が進ん
できた歴史があり、土地・産業の連続性
の面からも広域連携の可能性が高い

小市町が密集 穏やかな環境 連携の土台

広域連携の実現性・実効性を有する地域

＜事業概要＞

対象エリア 泉州地域の12市町（上記地図記載の12市町）
対象施設 道路・公園・下水道分野における各種施設
対象事業 維持管理事業に関わる広域連携体制の構築と包括事業発注
事業ｽｷｰﾑ 想定する事業ｽｷｰﾑと推進体制

泉州地域の課題解決に繋がる先進
技術も駆使した事業スキームを詳
細化し、事業の決定機関（推進体
制）を軸に整備・運用に取り組む

首長級
幹事/
共同組織

検討WG
（担当職員）

協約等（市町ごとに束ね役と締結） 民間事業者等の束ね

地元
業者等

泉州
12市町

束ね役
（市町幹事／大阪
府／既存組織等）

事業の
取組主体

対象事務・
事業要望

これまでの検討を基に事業化に向かうためには、下記検討課題の解決が必要となる。

課 題 課題認識

持続可能な
事業ｽｷｰﾑ

技術職員不足に伴う危機的状況が迫る中、持続的な体制構築が求めら
れる。自治体ごとの取組ではなく、小規模な市町が連続する地勢にある
中で泉州12市町（生活圏としての群）としての危機的状況を乗り越える
必要がある。

事業を推進
する継続的
な検討体制

自治体ごとに危機感が異なり、比較的体力のある自治体が事業を先導
（取組の幹事）する事が求められる。一方で幹事役を続ける事にも限界
があり、事業検討体制から事業運用体制への転換が急務である。
※幹事役の輪番制／大阪府との連携／既存組織の活用等

説得力ある
情報に基づく
合意形成

大きな事業改革であり、かつ多くのステークホルダーが存在するため、
内外の合意形成のスムーズかつ慎重な取組が求められる。また、合意
を得るための具体的な事業効果を明示していく事が重要な鍵となる。

下記に取り組むと共に、12市町の担当職員での検討WG、大阪府や大阪府都市整備
推進センターとの役割分担・市町村支援に関する協議・調整を継続的に進めてきた。

年度 取組の概要

検討
経緯

R6 • 群マネモデル地域に選定され、泉州地域の課題抽出・方向性を
整理・検討（R6）、持続的体制のスキーム検討（R7）を実施

• 広域連携業務の試行発注（道路・公園・下水道分野）
• 検討WGを構成し、継続的に議論（貝塚市中心に3市で幹事）R7

• ドラレコを活用した維持管理の研究（産官学の15団体協定）

ｱｸｼｮﾝ
ﾌﾟﾗﾝ

R8
• 事業ｽｷｰﾑの絞込み（役割分担等の詳細設計、民間募集準備）
• 事業推進体制の整備（担当級及び首長級協議体の整備）
• 地域連携による取組の実践（事業実施の定量的効果の整理）

R9~12
• 一部地域での体制構築（行政連携締結・ﾊﾟｰﾄﾅｰ事業者の募集）
• 広域・包括事業の発注（一部地域/業務での先行実装）

R13~ • 新たな群マネ体制の実装（12市町での連携組織の整備・運用）

泉州地域における事業スキームに対して候補案に対する定性的な比較検討や地域
連携による定量的な取組効果を検討材料として、首長級での議論を経て『泉州地
域として最適な事業スキームの選定と実装準備』を進める。

包括発注
事業者選定
（プロポ）

事業の推進体制（決定機関）

新たな群マネ体制（事業スキーム）のイメージの一例

新技術・DXなども活用した各種官民連携支援
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